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先輩社会教育職員との対話から
～社会教育主事課程のこれからを探る～

髙井　正

はじめに

社会教育主事課程では、今年度から 5 カ年を

期間とする「社会教育主事課程　卒業生プロ

ジェクト」を開始した。対話を通して卒業生と

のネットワークの再生、つながりをつくり、卒

業生のさらなる力量形成への支援、そして、社

会教育主事課程の学習への意見・提案を受ける

中で授業を充実し、社会教育主事課程自体の力

量を高めていくことを目指している。

初年度の取り組みとして、都内で勤務する現

職の社会教育主事を招いての座談会と、社会教

育施設に勤務する社会教育指導員の職場を訪ね

てインタビューを行った。現場で働く社会教育

職員との対話から、社会教育主事の現状を踏ま

えた授業の改善や今後の養成の在り様を検討す

る視点を明確にしていきたい。

そうした対話についての報告の前に、現在、

進められている社会教育主事の養成の見直しに

ついて、若干の整理をしておきたい。

１．社会教育主事養成の見直しの現状

社会教育主事養成の見直しが進んでいる。

2016 年 12 月には文部科学省生涯学習政策局社

会教育課から、各都道府県・指定都市教育委員

会社会教育主管課、社会教育主事講習実施大学

や社会教育主事養成課程開設大学宛てに調査依

頼があった。

これは 2014 年 4 月、生涯学習政策局長から

の委嘱により、国立教育政策研究所社会教育実

践研究センターに社会教育主事講習のカリキュ

ラムの見直しについての調査研究委員会を設置

し、検討した結果を中間報告として2017年8月、

同局長に提出した「社会教育主事の養成等の在

り方に関する調査研究報告書～社会教育主事講

習の見直し（案）について～」（以下、「調査研

究報告書」という。）1）に対しての意見を募集

するというものである。

「調査研究報告書」は、2016 年 12 月の中央

教育審議会答申「新しい時代の教育や地方創生

の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り

方と今後の推進方策について」における、社会

教育主事に対しての「地域と学校の協働活動が

円滑に進むよう、地域コーディネーターや統括

的なコーディネーターとなり得る人材を見いだ

し、育成したり、積極的に情報共有を図ったり

することが望まれる。今後、このような地域学

校協働活動に関することを含め、さらに社会教

育主事に必要な資質や養成・研修の在り方につ

いて検討を行っていくことが必要」との認識を

踏まえて検討されたものである。

さらにこの「調査研究報告書」は、社会教育

主事の養成の見直しに関して提言した 2013 年

９月の中央教育審議会生涯学習分科会（第 72

回）で報告された「社会教育推進体制の在り方

に関するワーキンググループにおける審議の整

理」（以下、「WG 整理」という。）2）を議論の
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土台とし、2014 年 4 月の設置以降，社会教育

主事講習のカリキュラム内容等の見直しに関

し、特に市町村教育委員会の社会教育主事に焦

点を当てて、検討を重ねてきたものでもある。

２．社会教育主事養成の見直しの背景にあること

「WG 整理」では社会教育主事はどのように

語られているのだろうか。

「WG 整理」では社会教育主事の設置状況に

ついて、「社会教育主事については、法律上必

置とされているにもかかわらず、社会教育主事

としての発令がなされていないケースや、そも

そも社会教育主事の有資格者が社会教育担当課

にいない地方自治体も見られるなど、設置率は

60.8% と年々減少傾向にあり、社会教育主事の

数も、6,796 人（平成 8 年）から 2,518 人（2011

年）と半数以下に激減している」と記している。

直近の文部科学省の「社会教育調査」では社会

教育主事の人数は 2,048 人（2016 年）と、さら

に減少している。

社会教育主事の減少の要因として「WG 整理」

は、「近年の地方自治体の行財政改革による人

件費の削減や市町村合併による市町村数の減少

があるが、問題は、社会教育主事についてその

役割が見えにくいこともあって、首長を含めて

必ずしも行政組織内や地域で適切に評価されて

いないことにある」ことを挙げている。

では、「評価されていない」ことの要因は何

なのだろうか。「WG 整理」の概要が報告され

た中央教育審議会生涯学習分科会（第 72 回）

の議事録から、報告を担当した新木社会教育課

企画官の発言から一部を引用する。

「（前略）現実問題として、社会教育主事が大

幅に減少しているという現状に鑑みると、その

在り方はしっかりと見直しをしていくことが必

要であるということです。そもそも社会教育主

事がこれだけ減少している直接の要因というの

は、先ほども申し上げました地方自治体の財政

基盤にあるが、その根底には、社会教育主事の

職務が多岐にわたり、その役割、あるいは職務

に関する首長、あるいは地域住民の認知度が低

いということがあります。このために、社会教

育主事が自ら果たすべき職務を明確に認識する

こととともに、意識的に首長や地域に自らの職

務、あるいは役割、さらには成果を発信してい

くことが必要になります（後略）」3）と発言し

ている。

この発言からは、社会教育主事に関する首長、

あるいは地域住民の認知度が低いのは、社会教

育主事は自らの職務認識が低く、成果の発信が

弱いからであり、認知度の低さ、あえて言えば、

社会教育主事の減員の要因を社会教育主事だけ

に求めていると読むこともできる。

社会教育主事が働く地域社会が抱える課題

は、いうまでもなく多様化し複雑化している。

新木社会教育課企画官が「WG 整理」を報告す

るなかで、社会教育主事の役割について「１人

の社会教育主事があらゆる分野で専門性を発揮

するということは困難であります。今後の社会

教育主事がやるべきことは、地域の課題、ある

いは地域の人材資源をしっかりと把握し、それ

らをうまく結び付けるとともに、地域の活動の

組織化支援を行うということで、地域住民のあ

らゆる学習ニーズに応え、地域課題の解決を図

る」ことだと説明している。そのために、「コー

ディネート能力、あるいはファシリテート能力」
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といわれる能力が必要となり、したがって、社

会教育主事講習等のカリキュラムを抜本的に見

直すことが必要だと説明した。

社会教育実践研究センターの「調査研究報告

書」は、しかしながら、科目の名称とそのめざ

す趣旨を一部変更し、新規項目と科目間の学習

項目を移行等するとともに、受講のしやすさか

ら社会教育主事講習の現行の 9 単位 150 時間を

8 単位 120 時間とした。主に削減される科目の

社会教育特講については、現職研修や OJT 等

を視野に入れてとのことだとしている

今回の「意見募集」等も含め、検討が進む社

会教育主事講習の内容変更は、近い将来、社会

教育主事養成課程開設大学におけるカリキュラ

ムの変更にもつながるだろう。

社会教育主事はスーパーマンでもスーパー

ウーマンでもない。かつては重鎮、スーパー社

会教育主事と言われるような職員もいた。そう

した職員の多くは、東京都内、とくに特別区に

おいては、学校教育を経験した「先生」と呼ば

れた職員であり、時に組織的ではない動きもし

ていたという。しかし、現在は組織を構成する

一職員であることを大前提として、教育公務員

特例法に定められた専門的教育職員の立場で、

周囲の一般事務職員とチームを組んで事業推進

にあたる役目を担っている。しかし、「専門的

教育職員」という立場もあいまいという場合も

多い。こうした現状を踏まえての議論が進めら

れているのかという、疑問が消えない。

３．二人の社会教育主事との対話から

11 月下旬、特別区で働くお二人の社会教育

主事との座談会を行った。

A さんは文学部教育学科を 1984 年に卒業し、

1 年間の民間企業勤務を経て D 区の教育委員

会で社会教育指導員として 3 年間勤務した後、

1988年4月に現在のE区に社会教育主事（補）4）と

して採用された女性職員。

B さんは、1986 年に同じく文学部教育学科

を卒業、2 年間の民間経験を経て F 区の社会教

育指導員を 2 ケ月勤めた後、1988 年 6 月 G 区

に社会教育主事（補）として採用された男性職

員。お二人とも公募による専門職としての採用

試験に合格しての採用である。

この時期、特別区においては社会教育主事の

採用が大きく前進した。その背景には、1981

年の中央教育審議会の『生涯教育について』の

答申があり、1984 年に設置された臨時教育審

議会が生涯学習体系への意向を提言し、1988

年には文部省（当時）の組織改革により、社会

教育局が生涯学習局に改組され筆頭局として発

足、さらに 1990 年には『生涯学習の振興のた

めの施策の推進体制等の整備に関する法律』が

成立・施行されるなど、我が国の社会教育・生

涯学習にとって拡大に向けての大きな転換点で

あったことが挙げられる。

（1）学生時代のこと

なぜ社会教育主事の資格を取得しようとした

のかについて尋ねた。「学校教育には緻密な積

み重ねというイメージがあったが、社会教育は

ざっくりとしたイメージで何でもありという懐

の深さを感じていいなと思い、もう少し学びた

いと思ったのがきっかけ」と語る A さん。小

学校教員の免許を取ろうとしていた B さんは、

ほぼ専門科目が重複することで、もう少しがん
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ばれば社会教育主事資格も取れるという程度の

認識だったとのこと。二人とも文学部教育学科

の学生だからのことだと思われる。

社会教育実習については、当時のシラバスに

は「実習することが望ましい」というような書

き方だったので、実習はしなかった B さん。A

さんは板橋区にあった（財）伊藤忠記念財団 

東京小中学生センター（1974 年設立、2011 年

閉鎖）で実習した。B さんも「社会教育施設」

の授業の一環として見学したとのこと。この民

間の児童館での実習から、A さんは子ども同

士のけんかめぐる対応などから、「子どもたち

から教えてもらったことが多かった」という。

A さんが社会教育の「懐の深さ」を感じたのも、

こうしたことなどからかもしれない。

筆者自身、実習を中心とする「社会教育演習」

は 2015 年度から担当という少ない経験しかな

いが、現場での実習を経験した学生は、教室で

の学びと実習を通してつかみとったことを統合

することで、自らの社会教育・生涯学習に対す

る捉え方を明確に形成していくのだろうと感じ

ている。5）

印象に残る授業や教員について尋ねた。A

さんは、ゲストティーチャーとして来てくだ

さった家庭文庫を開いている方から、人間関係

が豊かになりとても楽しいというお話をお聞き

し、それがとてもすてきだと感じたという。後

に D 区の職員として講座を担当した時に、そ

の方に講師としておいでいただいたとのことで

あった。実践家の話は、非常に新鮮だったとい

う記憶が今でもあるということは、これからの

社会教育主事課程の授業にとっても示唆深い意

見である。

教員採用試験に通らず、学校ではないところ

で子どもと関わることはできないかと考えてい

た B さん。卒業直前の最後の期末試験で、社

会教育とは関係のない試験科目の監督をした岡

本包治先生 6）から、都内のある区の社会教育

指導員の試験を受けないかと声をかけられたこ

とで、既に民間企業への就職が内定していたが、

社会教育への熱が沸き起こったとのこと。その

ことから、民間での勤務を経て、社会教育の仕

事も選択肢としてトライしてくことになったと

いう。

前述したように、A さんも B さんも文学部

教育学科出身であり、社会教育主事課程以外に

も社会教育関係の授業を履修した。A さんの

家庭文庫の話は文学部の授業でのこと。社会教

育主事課程はさまざまな学部の学生がともに履

修することに大きな意味があると感じている

が、それぞれの所属する学部の授業との関係性

にも、目を配る必要があるだろう。

（２）専門職と事務職

A さんは社会教育主事として就職した時、自

らの仕事として周りの事務職員に社会教育とは

何かを伝え、こういうことをやっていくことだ

と伝えようとしたが、思うように伝えることが

できなかった。社会教育主事補という立場で、

先輩の社会教育主事と行動を共にすることも多

く、事業に主体的に関わることができにくい数

年間を経て、自らの考えを先輩や周囲の職員に

伝え、しだいに家庭教育学級などに主体的に関

わるようになり、事務職員とも協議を重ね、働

く意欲も高めていった。

B さんが就職した時、既に重鎮と言われた社
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会教育主事が退職した E 区には 7 年先輩の社

会教育主事が 2 人いたが、B さんを含め 3 人と

も「平」（ヒラ：係長などの役職がない）の職

員という状況であった。そうした中で、B さん

は専門職としての存在感をどのように表すの

か、どのように周囲の事務職員に理解してもら

うかという苦労をしてきた。勤務して 4 年目に

青少年センターの立ち上げに関わり、開設メン

バーとしてセンターに異動した時には社会教育

主事は自分一人という状況で、15 人ほどのセ

ンター職員から専門職として頼られる存在にな

らなければいけないというプレッシャーを絶え

ず感じていたという。

地方自治体に働く職員の大部分は一般行政職

員が占めている。東京都や特別区においては、

社会教育主事は事務系ではあるが専門的教育職

員として、一般行政職員とは別に実施される選

考試験により採用されてきた。当然、人数は少

ない。特別区においては最大 110 人を数えた時

代があったが、現在は約 60 人である。したがっ

て仕事はパートナーである事務職員と組んで行

うことになる。筆者も足立区教育委員会の社会

教育課勤務時代には、PTA については文化係、

青少年教育については青少年係、男女平等教育

については女性政策担当係というように、同一

時期に異なった係の職員と仕事を担当してき

た。

仕事の分担としては、事務処理的なことは事

務職員、企画や助言的なことについては社会教

育主事というように、大きくは分けられるもの

の、とくに若手の社会教育主事の場合は、お互

いやりにくさを感じているという場面も少なく

ない。

B さんは語る。自分は専門職だと言って事務

的なことはやらないとは言えない世界、事務的

なことも一通りできて、プラス専門職としての

役割を発揮していくというところでの苦労が

あったと。ベースとなる事務的なことをできる

ようにしたうえで、学校の先生とは違って社会

教育主事の専門性は見えづらいが、存在感を出

していかなければならない、そのためにいろい

ろと考えているところを示していくことが大切

と A さんも語る。

このように若手時代を苦労と共に過ごし、現

在では、お二人とも係長級の職員として、係全

体の職務の進行管理や職員の服務管理を担いつ

つ、専門職としての役割を発揮する時代を迎え

ている。

（３）社会教育主事に求められるもの

現在、青少年課青少年係長として若手職員を

指導する立場である B さんは、指示を待つ職

員が多く、上司から与えられた仕事を無難にこ

なすだけになっていることがもったいないと語

る。社会教育関係職員はさまざまな場面で意見

を求められる。職務で関わる区民との間でも役

所内でも同じである。とりわけ社会教育主事で

あれば、直接には担当していない分野のことに

ついても、意見を求められる場合がしばしばあ

る。主体的に物事を考え、自分はこう思う、と

いうことを伝えることが必要だ。

お二人ともコミュニケーション能力が求めら

れるという点が共通していた。A さんは、そ

もそもなぜこのようなことをやろうとしている

のかをきちんと理解し伝える力や、みんなの意

見を引き出す力をコミュニケーション能力の内
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容とし、さらに同じように働きかけてもリアク

ションは多様であり、それに臨機応変に対応で

きることが大切という。とくに講座の企画を練

り上げていく時の意見の出し方や意見を引き出

す手法を持つことが社会教育主事に求められて

いる。B さんも人の話を傾聴できる、リスペク

トしようとする意識がコミュニケーション能力

にとって大切と語る。

さらにお二人は、幅広い視野が欠かせないと

も語る。さまざまなことに興味・関心を持つ、

知的好奇心を持つためにいろいろな本を読んだ

り、人の話を聞いたり、活動に参加したり、そ

うした姿勢が求められる。目の前のことに集中

し過ぎてしまうと、大きな状況が見えにくくな

る、そうならないように視野を広く持つ。職場

の中で専門性を発揮していくベースに高いアン

テナや広い視野が不可欠なのであろう。

（４）社会教育主事の専門性と求められる姿勢

見えにくいとされる社会教育主事の専門性の

中身。お二人の対話の中から出ていたのは情報

だった。高いアンテナが獲得する情報の中心は

他の自治体の施策と施策動向、それに関わる数

字。実際の仕事において、上司や同僚職員から

他の区はどのように取り組んでいるのかについ

て問われることは多い。特別区に勤務する社会

教育主事は特別区社会教育主事会を組織（1960

年～現在に至る）しており、継続的に研修会や

情報交換を行っている。何かあればすぐに問い

合わせができる関係にある。

財政担当課との折衝の場合にも、他自治体

での実績は大きな説得力を持つという B さん。

広聴担当に送られてきたメールについて、A さ

んが他自治体の様子をすぐに確認したことで、

区として間違えのない対応ができた。こうした

ことも社会教育主事の強みであろう。こうした

ことの積み重ねが専門職に欠かすことのできな

い信頼性を高めていくことになる。

個々人での情報収集の取り組みと、社会教育

主事の集団としての情報収集の取り組みを充実

させ、そしてそうして得た情報を的確に活用し

ていくことが、社会教育主事の専門性を構成す

る大きな部分だと言える。しかし、現実には、

そうした情報をどのようにうまくフィードバッ

クしていくかについては、悩む部分もあると語

る A さん。課題は尽きない。

専門職としての基本的姿勢にあたるものかも

しれないが、「区民目線」が不可欠、公務員と

しての視点だけではなく、住民の立場として

の視点を失わないようにしたいと語る B さん。

さまざまな地域の方と関わり合い、さまざまな

地域の実情や情報を入手しやすい立場にいるこ

とを踏まえ、住民目線を忘れずそこから地域の

課題を掘り下げる感性・感覚が必要だというこ

とだ。その結果、市民と行政との板挟みになっ

た経験を持つ社会教育主事は、私を含めて少な

くないだろう。間に入り、何とか折り合いをつ

けようとしても、ぶつかり続ける場合もある。

足立区教育委員会在職中、直接の担当ではない

ものの学校統廃合に関わる提訴も経験、原告団

の中心には 20 年来の知り合いがいらしたこと

は忘れられない。

市民や市民団体との協働が言われて久しい

が、加えて急速に拡大してきている指定管理者

制度の導入により、指定管理者との関係が問わ

れている現状がある。かつて A さんご自身が
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8 年ほど勤務した文化センターも含め、区内 3

館の文化センターに指定管理者制度を導入して

いるC区。その導入により社会教育主事は全員、

教育委員会に引き上げとなった。現在の生涯学

習・学校地域連携主査という立場から、文化セ

ンターの指定管理事業者と事業部門での関わり

を持つ。C 区の指定管理事業者は株式会社であ

り、社員の研修にも力を注いでいる企業である。

前向きであるがゆえに、歯がゆく思っていると

ころもあるのではないか、そうしたところを教

育委員会にどのようにフィードバックしていく

のか悩んでいるという。

自治体の中には指定管理事業者や事業委託を

受ける NPO 法人等を、ただの「下請け業者」

としか見ていない職員もいる。市民や市民団体

との協働とともに、「公」をともに担う指定管

理事業者や NPO 法人等との協働関係をつくり

あげていこうとする姿勢が、社会教育主事には

求められているだろう。

（５）授業への提案と学生に伝えたいこと

教員の仕事や動きについては、誰もが学校教

育を体験していることからイメージすることが

可能である。しかしながら、社会教育主事につ

いてのイメージは、実際に社会教育・生涯学習

の活動に参加していたとしても、職員と関わる

ことがない場合もあり、関わったとしても社会

教育主事かそうではないかということに思いを

巡らすことは、ほとんどない。長く活動してい

る市民であれば、この職員は社会教育主事だと

いう認識を持つ人もいるだろうが、限られた市

民と言えるだろう。

そうした中で、社会教育主事の職務を伝える

には、ケーススタディを取り上げるのはどうか

とBさんは提案。具体的な講座を例に、カリキュ

ラムや学習の展開を示し、学び手の学習者の動

きを伝え、社会教育主事としての動きや関わり

を説明する。実際の講座を見学することがより

望まれるだろうが、見学しないまでも、社会教

育主事がゲストティーチャーとして実際の動き

を語ることで、社会教育主事の役割をイメージ

することにつながるだろう。

「社会教育施設」の授業において、１年間に

２～３の施設を見学しているが、施設の見学自

体が主となり、また、社会教育主事とは出会わ

ない場合もある。「社会教育演習」での実習では、

自治体の生涯学習主管課での実習であれば、社

会教育主事が受入担当として実際に指導くださ

る場合もあるが、そうでない場合もある。

私が担当する授業においては、年間２回は現

職の社会教育主事にゲストティーチャーとして

お出でいただいているが、具体的なイメージづ

くりには不充分なのだと感じている。より現場

と結びついた授業カリキュラムづくりが求めら

れている。

「社会教育計画」の授業においては、社会教

育主事に求められる専門性を構成する一つの要

素として、企画力を育む取り組みを進めている。

A さんは、学生が講座を企画し、市民が実際

に参加する、模擬講座的なものが開催できない

だろうかと語った。体験することで印象に残り

より理解が深まる。この提案を実現するには、

自治体との協力関係や、応援してくださる市民

や市民団体の協力が不可欠だろう。

教職課程での教育実習は実際に教師として授

業等を行う。社会教育の実習では、何らかの役
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割を担うことはあっても、事業全体からすれば

一部にとどまる場合が圧倒的である。社会教育

での実習の期間や在り様を考え直す必要がある

のかもしれない。

座談会の最後に学生に伝えたいことを尋ね

た。実習を受け入れた経験から A さんは、若

さの特権を活かして自分が思うことをもっと表

現して欲しい、失敗を恐れず職員と意見交換し

て欲しいと語る。「良かったら一緒にお昼ご飯

も食べませんか」と言っても、「いや、いいです」

となると、コミュニケーションも難しくなる。

明るく若さを発揮することを期待している。

学生の時に何か熱中して取り組めるものに

チャレンジして欲しいと語る B さん。大学の

規定の勉強や公務員試験の勉強だけではなく、

例えば飲食業のアルバイトであれば、仕事をこ

なすだけではなく、経営者の視点から全体を見

ていく。幅広く学業以外のところにもエネル

ギーを注いで欲しいと語った。社会教育主事と

しての勤務のかたわら、2007 年に本学の 21 世

紀社会デザイン研究科比較組織ネットワーク専

攻に入学したBさんは、社会人経験をした後に、

改めて学ぶことの楽しさや大切さを実感したと

いう。生涯にわたる学習の視点として、忘れて

はならないことだ。

そしてお二人は、立教大学が提供している多

様なサービスを活用して欲しいと語った。学内

には数多くの講演会などの実施を告げる看板が

設置されている。ボランティアセンターの掲示

板には多様な活動機会が掲出され、学生の参加

を待っている。体験学習を通じて社会の担い手

としてのシティズンシップを磨くプログラム

「立教サービスラーニング」も、2016 年度より

全学共通科目で本格的に始動した。留学制度も

ある。リベラルアーツを標榜する本学は、意欲

さえあれば学ぶチャンスがいくらでもある。学

生への応援メッセージとして真摯に受け止めた

い。

４．卒業生へのインタビューから

同じく 11 月下旬、H 区の青少年施設で社会

教育指導員 7）として働く C さんの職場を訪ね

た。

1979 年３月、法学部法学科を卒業し、神奈

川県内の I 市の一般行政職員として採用された

C さんは、青年の家や教育総務課等を経て、あ

る地区の公民館に３年間勤務。その後、文化振

興課、市議会事務局、秘書課、地域振興課等を

経て、2016 年３月、I 市を定年退職。現職時代

の社会教育の職場は管理中心の仕事であり、退

職したら好きな仕事をしたいと考え、企画から

担当できるの H 区の青少年施設の採用情報を

ネットで探し、同年 4 月、H 区の青少年施設で

社会教育指導員として働き始め、毎日うれしさ

を感じながら仕事をしていると語った。現在の

担当は、青少年を対象とした講座の企画・運営、

中学生を対象とした理科実験クラブの企画・運

営、団体支援、情報誌の発行等々、多岐にわたる。

（１）社会教育主事課程で学んだこと

学生の時、何か資格を取りたいと考えたが、

教職は大変、社会教育主事ならと思い、社会教

育主事課程を履修。前出の岡本先生の授業での

住民主体の学習活動の話が、現在の仕事を行う

上での基本になっており、とくに 4H クラブ 8）

など、青年が主体的に活動している話をうれし
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そうに語る岡本先生の講義をワクワクしながら

聞き、活動を支援する仕事があるんだ、そんな

仕事につきたいと考えた。実習では、地元の川

崎市の市民館で半年間、青年教室に参加し、職

員とともに企画・運営を担当。夜の付き合いも

経験。みんなで取り組んだ人形劇では、飯田市

の人形劇フェスティバルにも参加したとのこ

と。職員との関わりや仲間と学ぶことの楽しさ

を実感し、こうした経験からも公務員を目指そ

うと思ったと語った。ここでは実習期間の長さ

にも注目する必要があろう。

I 市の職員になったのも、岡本先生の「I 市

は面白いよ、すてきな先輩もいる」という話か

らのことだ。筆者にとって、教員の言葉の重さ

を改めて確認する機会となった。

（２）社会教育関係職員に求められる力

C さんが語る「住民主体」「青年が主体的に」

「活動を支援する仕事」等々の言葉から、C さ

んは社会教育職員に求められる力の基盤に、「社

会教育の主体は市民」だという姿勢が貫かれて

いなければならないと認識していることを強く

感じた。

そうしたことがあって、社会教育についての

基本的な考え方や施設、職員（組織）のあり方

などについての知識。地域課題や地域にある資

源等についての情報。コーディネーター力や

ファシリテーター力、企画力等のスキル。そし

て、市民と共に学ぶという姿勢が求められると

整理してくださった。共に学ぶということは、

学びをともにつくる、協働することを大切に思

う感性そのもの。それがあって初めてともに創

り上げる豊かな地域社会実現の可能性が高まっ

ていくのだろう。

H 区で働き始め、まだ１年にも満たないこ

とから、街歩きを心掛ける C さん。学生寮を

発見したこともあり、若者対象のチラシを配付

したという。橋渡しやコーディネートには、そ

うした情報が不可欠であることは言うまでもな

い。

さらに東京学芸大学公開講座が主催する

2016 年度「市民の学び合いを支える実践力を

培うコミュニティ学習支援コーディネーター養

成講座」9）にも通う。若者たちをつなげるため

の力量を高め、振り返りの会を充実させるため

のコーディネート力を高めることが目的とのこ

と。一口に「住民主体」や協働と言っても、そ

れを実現するためには、職員としての不断の自

己研さんが重要であることは言うまでもない

が、簡単なことではない。

現場の社会教育関係職員が自らのコーディ

ネーターやファシリテーターとしての力量を高

めたいと考えた時、より身近なところで、例え

ば特別区に存在する社会教育主事養成課程を設

置する大学が協働するなどして、東京学芸大学

公開講座や福井大学が実施する履修証明プログ

ラム『学び合うコミュニティを培う』10）等の、

現職職員対象の研修プログラムの実施が求めら

れているのではないだろうか。

（３）授業への提案と学生に伝えたいこと

授業では確実に協働の考え方を学び、今、C

さん自身が学び直しをしているコーディネー

ター、ファシリテーターとしてのスキルと、社

会教育をめぐる現代的課題について学ぶととも

に、社会教育の素晴らしさを「体験させていた
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だきたい」と語る。教室で学んだことと現場で

体験したことを統合することにより、自らの言

葉で社会教育とは何かを語って欲しいという先

輩からの熱いメッセージなのだと感じている。

A さん B さんとも通じる想いだ。

そして、就職先として社会教育関連の職域を

目指してほしいと語る。専門職としての社会教

育主事の採用は非常に厳しいが、公務員となり

異動や庁内公募で社会教育の現場で働くケース

がある。11）また、現在の C さん同様、非常勤

ではあるが特別区内でも毎年度採用試験が実施

される社会教育指導員や、指定管理者制度の拡

大の中で社会教育主事有資格者の採用を進める

民間企業もある。若い人たちが社会教育現場で

働くことに、本人の成長に加え、社会教育・生

涯学習そのもののさらなる発展を願っているの

だろう。現在の職場である青少年施設を若者の

居場所とし、将来的には「若者カフェ」の設立

を目標としている C さんの若者たちへの想い

をしっかり受け止めていきたい。

５．卒業生との対話を終えて

３人の卒業生との対話の中から見えてきた

キーワードを挙げたい。これらのキーワードは

卒業生からの社会教育主事課程への期待であ

り、課程の授業の充実に活かしていくことで、

その期待に応えていくことになる。

（１）社会教育についての本質理解と姿勢

―住民主体―

「区民目線」という言葉も含めて、３人が語っ

た社会教育の主人公は住民であるということ。

社会教育・生涯学習に関わらず、公務員であれ

ば「住民主体」は当然だ、という意見もあるだ

ろう。しかし、現実には、いわゆる「９条俳句

不掲載問題」等、住民の意向を無視したような

動きもある。12）

社会教育関係の職員は、時として住民と職場

（行政）との板挟みになることもある。その時、

何を大切にし、自分のとるべき行動を決めてい

くのか。自分のあり様を常に確認、問い直して

いくことで「住民主体」が言葉だけのことでは

なく、社会教育の本質としての「住民主体」を、

自らの基本姿勢として身に着けていくことにな

る。こうしたことを基本に据えた授業を展開し

ていくことを考えたい。

（２）コミュニケーションの力を育む

社会教育主事は言うまでもなく、自治体にお

いては少数職種である。一人で係や時には課を

超えて、さまざまな職員とともに事業を担当す

る。職員といっても社会教育・生涯学習につい

ての捉え方も多様であり、場合によっては「住

民主体」といった基本姿勢にも欠ける場合もあ

る。そうした職員と関わりながら事業を企画し、

運営していくことは、なかなか難しいことでも

ある。

さらに、事業においてはさまざまな考え方、

属性を持つ多数の住民との関わりを持つことに

なる。例えば、「何か学びたい」と窓口に訪れ

た方と対応する中で、学びたかったことを自ら

気づくことができるような働きかけ、言葉かけ

が職員には求められる。しかし、このことは「同

じように働きかけてもリアクションは多様」だ

という A さんの言葉通り、簡単なことではな

い。日頃からの情報収集と幅広い視野を持つこ
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とが求められるのは当然であるし、語られる言

葉の背景にあるものに想いを馳せるような姿勢

も求められる。

このような社会教育現場の状況を踏まえ、授

業においては講義に加えもワークショップ、グ

ループワークを実施しているが、所属学部を超

えた学生が協働する機会をさらに拡大していく

必要があろう。協働すること自体も重要ではあ

るが、協働し共に考え合うことで、より充実し

たものをつくりだすことを体験して欲しいと思

う。学生のコミュニケーションの力を育むため

の授業のあり様を検討していきたい。

社会教育主事に求められる力について尋ねた

時に語られたコミュニケーションの力。この力

は社会人、いわば「大人」にとって不可欠な力

だといえるだろう。社会教育主事課程の授業は、

社会教育主事の任用資格取得を目指すものでは

あるが、大学そのものが「大人」として生きる

ための力を育むための教育機関であるのなら、

課程の授業においてコミュニケーション力の形

成を、より目的的に取り組んでいくことも重要

であろう。

（３）社会教育・生涯学習を実感するために

社会教育主事の職務の様子を具体的にイメー

ジすることは難しい。座談会においてはケース

スタディや模擬講座的な取り組みが提案され

た。現場の学問といわれる社会教育であれば、

より現場に立脚した授業づくりが求められるの

は当然である。そのためにも現場で働く職員の

協力を得ることのできる仕組みが必要であろう

し、あわせて職員だけではなく、活動する社会

教育実践者と出会う機会も求められるあろう。

社会教育実習の必要性については口々に語ら

れたように、教室での学びと現場での体験を統

合することで、社会教育・生涯学習を実感して

いくことが可能となる。実習に至るまでの調整、

実習、振り返り、報告、意見交換、レポート作

成という一連の流れを体験できることが、重要

なポイントであろう。

筆者の経験だが、サークル活動の一環として

取り組んだ、大学 1 年生の時からの東京都武蔵

野青年の家での 4 年間の所員補佐としての活動

に加え、大学 3 年生の時ゼミで、地元の荒川区

の社会教育現場での活動を体験するという課題

があった。いくつかの事業に参加すれば良かっ

たのであるが、結果として、大学を卒業するま

で青年活動を中心に、地元の活動にどっぷりは

まってしまい、社会教育主事の動きをつぶさに

見たことから、社会教育主事として働きたいと

いう思いが膨らんできた。

授業の一環としての 7 日から 10 日間程度と

いう現行の実習だけにとらわれず、学生の多様

な社会教育体験が可能となる仕組みづくりを検

討していきたい。前述したとおり、B さんが学

生の時のシラバスでは、実習についは「実習す

るのが望ましい」という書き方だったとのこと。

現在でも実施は選択必修科目であり、本学での

社会教育主事任用資格取得者でも、実習を経験

しない場合もある。実習の必修化については、

今後の検討課題としたい。

（４）現職職員の力量形成への支援

現場で働く社会教育職員は様々な課題を抱え

つつ、職務に向き合っている。特別区に勤務す

る社会教育主事は主事会を組織し、研修会や情
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報交換を実施している。東京都内で働く社会教

育指導員も、指導員会として研修会を続けてい

る。指定管理事業者として社員の研修に力を注

いでいる民間企業もある。C さんは自らの力量

を高めようと東京学芸大学公開講座に参加して

いる。A さんにも B さんにも、学びたいとい

う想いがある。

卒業生に限らず学びの機会を求めている現職

職員や、職員としての実践の歩みを振り返り、

さらに自らの力量形成をめざす職員への支援

は、社会教育主事養成課程設置校にとっては一

つの社会的責務ともいえるかもしれない。しか

し、一大学の一課程でそうしたことを実施して

いくことは困難である。協働がキーワードの一

つである社会教育・生涯学習であればこそ、大

学間の協働でこうした課題に対応していくこと

も考えることができるのではないだろうか。

大きな課題ではあるが、検討していきたい。

おわりに

３人の社会教育現場で働く卒業生との対話か

ら、社会教育主事課程の授業へ多くの提案・提

言をいただいた。一部すぐに実現できるものも

あるが、多くは十分な検討期間を要するもので

ある。また、今回は東京の特別区という限定さ

れた自治体に勤務する３人という条件付きだっ

たかもしれない。したがって、今後はより幅広

い地域で働く職員との対話が必要となるであろ

う。

多くの教職員の努力により多数の社会教育主

事や公民館職員等を輩出した社会教育主事課

程。社会教育現場の状況を踏まえ、求められる

力量を育む授業を展開し、卒業生との出会いと

つながりをつくる役割を創出し、さらには、現

職職員の力量形成へも貢献できるような社会教

育主事課程に向けて、今後、検討を進めていき

たい。

1）「社会教育主事の養成等の在り方に関す

る調査研究報告書～社会教育主事講習

の見直し（案）について～」参考 URL 

http://www.nier.go.jp/jissen/chosa/

houkokusyo1-28.htm（最終閲覧 2017 年 2

月 10 日）

2）「社会教育推進体制の在り方に関する

ワーキンググループにおける審議の整

理」参考 URL http://www.mext.go.jp/b_

menu/shingi/chukyo/chukyo2/siryou/__

icsFiles/afieldfile/2013/09/30/1339979_3.

pdf（最終閲覧 2017 年 2 月 10 日）

3）中央教育審議会生涯学習分科会（第 72 回）

における新木社会教育課企画官の発言。参

考 URL http://www.mext.go.jp/b_menu/

shingi/chukyo/chukyo2/siryou/1341521.

htm（最終閲覧 2017 年 2 月 10 日）

4）社会教育主事は採用の時点では「社会教育

主事補」として採用される。「補」を取る

にあたっては、任命権者毎に規定を設けて

いることが多い。足立区教育委員会では

社会教育主事補３年を経た時点の選考に

より、「補」を取ることになっている。「補」

を取ることにより教育公務員特例法にお
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先輩社会教育職員との対話から～社会教育主事課程のこれからを探る～

ける専門的教育職員となることができる。

5）社会教育における実習の意義・必要性等に

ついては、山嵜雅子「現場体験から学ぶ社

会教育の意義―『社会教育演習』の実践か

ら―」（『教職研究　第 28 号』立教大学学

校 ･ 社会教育講座教職課程 2016 年 4 月 18

日）を参照されたい。

6）故人。本学名誉教授、学校 ･ 社会教育講座

社会教育主事課程専任期間 1968 年 10 月

～ 1989 年 3 月。日本生涯教育学会初代会

長（1980 ～ 1994 年度）を務めるなど、我

が国の社会教育・生涯学習研究の第一人

者。とりわけ社会教育主事として働く卒業

生を多数輩出したことは特筆される。筆

者が 1979 年４月に足立区教育委員会に社

会教育主事として就職した当時、専門職

採用の４人の社会教育主事のうち、３人

が本学卒業生であるなど、1970 年代以降、

都内だけに限っても、最大多数である 20

人ほどの社会教育主事を輩出している。

7）社会教育指導員は社会教育主事を補佐し、

専門的な指導・助言を行う特別職の非常

勤公務員。社会教育・生涯学習所管課や

社会教育施設に勤務し、講座の企画・運

営等を担当している。現在、東京都内に

は約 80 人が配置されており、毎年、自治

体により採用試験が行われ、数名が採用

されている。

8）4H クラブ（農業青年クラブ）は、将来の

日本の農業を支える 20 ～ 30 代前半の若い

農業者が中心となって組織され、農業経営

をしていくうえでの身近な課題の解決方

法を検討したり、より良い技術を検討す

るためのプロジェクト活動を中心に、消

費者や他クラブとの交流、地域ボランティ

ア活動を行っている。1890 年代から 1900

年代初頭にかけてアメリカで組織化され、

日本では 1949 年に「日本 4H 協会」とし

て発足した。

9）2015 年度から開始。コーディネーターや

ファシリテーターとして、地域・コミュニ

ティ・組織の学び合いと協働の展開を支え

るための実践力を培う講座。実践を語り合

い・聴き合いながら、自分の課題を見つけ、

具体的な力量の形成をめざしている。１

期とⅡ期（各４日間で構成）と連続して

の受講を奨励している。

東京学芸大学コミュニティ学習支援コー

ディネーター養成講座運営委員会『平成

27 年度市民の学び合いを支える実践力を

培うコミュニティ学習支援コーディネー

ター養成講座　実践記録集』2016 年 4 月

発行

参 考 URL　http://www.u-gakugei.ac.jp/

seminar/2016/09.html（最終閲覧 2017 年

2 月 10 日）

10）2013 年度より開始。地域社会において展

開される市民の学習活動・自治活動を長

期的に支えるコミュニティ学習支援コー

ディネーターの実践力形成を目的として、
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『学び合うコミュニティを培う』を実施し

ている。このプログラムは、公民館主事

をはじめとする社会教育関係施設の職員、

生涯学習・社会教育の行政に携わる専門職

員、ならびにコミュニティと学習に関わ

る多様な専門職（コミュニティ学習支援

専門職）の実践力を育成するための、２

年間にわたる長期研修プログラムである。

プログラムを受講し、２年間すべてのサイ

クルの修了要件を満たした場合には、福

井大学より「履修証明書」が発行される。

参 考 URL　http://news2.ad.u-fukui.ac.jp/

news/18101/（最終閲覧 2017 年 2 月 10 日）

11）世田谷区教育委員会では、2013 年度以降、

社会教育主事の退職等に伴い、区役所内

から社会教育主事有資格者を募集し、選

考を実施し、二人の職員を社会教育主事

として発令している。

12）2014 年 6 月に起きたいわゆる「さいたま

市九条俳句不掲載問題」。東京・銀座で、

集団的自衛権の行使容認に反対するデモ。

それを見たさいたま市大宮区の女性（74

歳）が「梅雨空に　『九条守れ』の女性デモ」

と詠み所属する俳句教室で発表し、とても

良い句だということで、その教室で会員

の互選により、翌月の公民館報に載せる

句に選ばれた。それを三橋公民館が独断

で掲載を中止し、公民館報の俳句コーナー

を削除して発刊した問題。以降、さまざま

な交渉が行われたが進展せず、作者の女

性が原告となり 2015 年 6 月、三橋公民館

だより掲載拒否は憲法で保障された表現

の自由の侵害。公民館だよりへの掲載と

精神的苦痛に対する損害賠償を求めさい

たま地裁に提訴。2016 年 12 月までに 8 回

の口頭弁論が開かれている。

参考「九条俳句」市民応援団ホームページ　

http://9jo-haiku.com/（最終閲覧 2017 年

2 月 10 日）




